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１．働き方改革を推進するための関係法律の整備 
   に関する法律の概要（同一労働同一賃金関係） 

2 



 

○ 短時間・有期雇用労働者に関する同一企業内における正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、
当該待遇の性質・目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。 

  （有期雇用労働者を法の対象に含めることに伴い、題名を改正（「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法
律」）） 

○ 有期雇用労働者について、正規雇用労働者と①職務内容、②職務内容・配置の変更範囲が同一である場合の均等待遇の
確保を義務化。 

○ 派遣労働者について、①派遣先の労働者との均等・均衡待遇、②一定の要件（同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と
同等以上の賃金であること等）を満たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。 

○ また、これらの事項に関するガイドラインの根拠規定を整備。 

「働き方改革実行計画」に基づき、以下に示す法改正を行うことにより、同一企業内における正規雇用労働者と
非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差の実効ある是正を図る。 

雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保 
（パートタイム労働法、労働契約法、労働者派遣法の改正） 

 

○ 短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由等に関する説明を義務化。 

 

○ １の義務や２の説明義務について、行政による履行確保措置及び行政ＡＤＲを整備。 

１．不合理な待遇差を解消するための規定の整備 

２．労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

３．行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備 

施行期日  ２０２０年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は２０２１年４月１日）  
        ※ 施行期日（２０２０年４月１日）をまたぐ労働者派遣契約についても、同日から適用。  

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）の概要（抜粋） 
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【改正】 

○派遣労働者について、⑴派遣先の労働者との均等・均衡待遇、⑵一定の要件を満
たす労使協定による待遇のいずれかを確保することを義務化。 

⑴ 派遣先労働者との均等・均衡方式 

 

 

 

 
 

⑵ 労使協定による一定水準を満たす待遇決定方式 
派遣元事業主が、労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数代表
者と以下の要件を満たす労使協定を締結し、当該協定に基づいて待遇決定。 

 

 

 

 

 

 
○派遣先事業主に対し、派遣料金の額について、派遣元事業主が上記⑴⑵を順守で
きるよう配慮義務を創設。 

○均等待遇規定・均衡待遇規定の解釈の明確化のため、ガイドライン（指針）の策
定根拠を規定。 

【現行】 

○派遣労働者と派
遣先労働者の待
遇差 

⇒ 均等待遇規
定・均衡待遇
規定ともなし
（配慮義務規
定のみ） 

  

 

不合理な待遇差を解消するための規定の整備① 
（派遣労働者） 

労働政策審議会建議 
・派遣労働者の就業場所は派遣先で
あり、待遇に関する派遣労働者の
納得を考慮する上で、派遣先の労
働者との均等・均衡は重要な観点。 

・しかしながら、一般に賃金水準は
大企業であるほど高く、小規模の
企業になるほど低い傾向にあるが、
必ずしも派遣労働者が担う職務の
難易度は、同種の業務であっても、
大企業ほど高度で小規模の企業ほ
ど容易とは必ずしも言えない。こ
のため、（中略）結果として、派
遣労働者の段階的・体系的なキャ
リアアップ支援と不整合な事態を
招くこともあり得る。 

・こうした状況を踏まえ、１）派遣
先の労働者との均等・均衡による
待遇改善か、2）労使協定による
一定水準を満たす待遇決定による
待遇改善かの選択制とすることが
適当である。 

・賃金決定方法（次の(イ)、(ロ)に該当するものに限る） 

 (イ)協定対象の派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般労働者の平均的な賃金額と同等
以上の賃金額となるもの 

 (ロ)派遣労働者の職務内容、成果、意欲、能力又は経験等の向上があった場合に賃金が改善されるもの 

・派遣労働者の職務内容、成果、意欲、能力又は経験等を公正に評価して賃金を決定すること 

・派遣元事業主の通常の労働者（派遣労働者を除く）との間に不合理な相違がない待遇（賃金を除く）
の決定方法 

・派遣労働者に対して段階的・体系的な教育訓練を実施すること 

○派遣労働者と派遣先労働者との待遇差について、均等待遇
規定・均衡待遇規定を創設。 

○派遣先になろうとする者に対し、派遣先労働者の待遇に関
する情報提供義務を課す。 

○教育訓練、福利厚生施設の利用、就業環境の整備など派遣
先の措置の規定を強化。 

派遣先 派遣元 

待遇情報 

待遇決定 
均等・均
衡 
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【現行】 

○待遇内容や待遇決定に際しての考慮事
項に関する説明義務 

⇒ 短時間労働者・派遣労働者は規定
あり（※） ／ 有期雇用労働者は規
定なし 

○説明義務の対象は基本的に「本人の待
遇」に関することのみ 

⇒ 正規雇用労働者との待遇差の内容
やその理由については説明義務なし 

※短時間労働者[パート法] 

①特定事項（昇給･賞与･退職手当の有無）に関
する文書交付等による明示義務、その他の労
働条件に関する文書交付等による明示の努力
義務【雇入れ時】[パート法第6条第1項･第2項] 

②待遇の内容等に関する説明義務【雇入れ時】
[パート法第14条第1項] 

③待遇決定等に際しての考慮事項に関する説明
義務【求めに応じ】[パート法第14条第2項] 

※派遣労働者 [派遣法] 

① 待遇の内容等に関する説明義務【雇用しよう
とする時】[派遣法第31条の2第1項] 

② 待遇決定に際しての考慮事項に関する説明義
務【求めに応じ】[派遣法第31条の2第2項] 

【改正】 

○有期雇用労働者についても、本人の待遇内容及び待
遇決定に際しての考慮事項に関する説明義務を創設。 

 

○短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者につい
て、事業主に正規雇用労働者との待遇差の内容・理
由等の説明義務（求めた場合）を創設。 

 

○説明を求めた場合の不利益取扱い禁止を規定。 
 
 
 
 
 
 
 
              ×：規定なし ○：規定あり 

労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

短時間 有期 派遣 

待遇内容 ○ → ○ × → ○ ○ → ○ 

待遇決定に際しての 
考慮事項 

○ → ○ × → ○ ○ → ○ 

待遇差の内容・理由 × → ○ × → ○ × → ○ 
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【現行】 
○行政による報告徴収・助言・
指導等 
⇒ 短時間労働者・派遣労働
者は規定あり ／ 有期雇
用労働者は規定なし 

 

○行政による裁判外紛争解決手
続（調停など） 

⇒ 短時間労働者のみ規定あ
り ／ 有期雇用労働者・
派遣労働者は規定なし 

⇒ 短時間労働者についても、
均衡待遇規定に関する紛争
は対象外 

 

【改正】 

○有期雇用労働者についても、事業主に対する報告徴収･助言・
指導等の根拠規定を整備。 

 

○有期雇用労働者・派遣労働者について、行政による裁判外紛争
解決手続（行政ADR）の根拠規定を整備。 

 
○均衡待遇や待遇差の内容・理由に関する説明についても行政Ａ
ＤＲの対象に追加。 

 
 
 
 
 

×：規定なし △：部分的に規定あり ○：規定あり 
           ※均衡待遇は行政ADRの対象外 

 

 
 

行政による履行確保措置及び裁判外紛争解決手続（行政ＡＤＲ）の整備 

短時間 有期 派遣 

行政による 
履行確保措置 

○ → ○ × → ○ ○ → ○ 

行政ＡＤＲ △（※） → ○ × → ○ × → ○ 
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7 

短時間労働者又は有期雇用労働者である派遣労働者についての考え方 

派遣先 
均等・均衡方式 

労使協定 
方式 



２．同一労働同一賃金ガイドライン 
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針） 
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具体例
（問題となら
ない例）

原則となる考え方

裁判で争い得る法律整備

具体例
（問題となる

例）

• 正社員の待遇を不利益に変更する場合は、原則として労使の
合意が必要であり、就業規則の変更により合意なく不利益に変
更する場合であっても、その変更は合理的なものである必要があ
る。ただし、正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇
差を解消するに当たり、基本的に、労使の合意なく正社員の待
遇を引き下げることは望ましい対応とはいえない。 

• 雇用管理区分が複数ある場合（例：総合職、地域限定正社
員など）であっても、すべての雇用管理区分に属する正社員と
の間で不合理な待遇差の解消が求められる。 

• 正社員と非正規雇用労働者との間で職務の内容等を分離した
場合であっても、正社員との間の不合理な待遇差の解消が求
められる。 

ガイドラインの構造 

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要① 
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針） 

○ このガイドラインは、正社員（無期雇用フルタイム労働者）と非正規雇用労働者（パートタイム労働者・有期雇用
労働者・派遣労働者）との間で、待遇差が存在する場合に、いかなる待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差
は不合理なものでないのか、原則となる考え方と具体例を示したもの。 

○ 基本給、昇給、ボーナス（賞与）、各種手当といった賃金にとどまらず、教育訓練や福利厚生等についても記載。 

○ このガイドラインに記載がない退職手当、住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない場合についても、
不合理な待遇差の解消等が求められる。このため、各社の労使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系について
議論していくことが望まれる。 

 （詳しくはこちら）http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000190591.html  

不合理な待遇差の解消に当たり、次の点に留意。 
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①基本給 

• 基本給が、労働者の能力又は経験に応じて支払うもの、業

績又は成果に応じて支払うもの、勤続年数（派遣就業期

間）に応じて支払うものなど、それぞれの趣旨・性格に照らし

て、派遣先の通常の労働者と実態が同一であれば同一の、

違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

• 昇給であって、労働者の勤続（派遣就業の継続）による能

力の向上に応じて行うものについては、派遣先の通常の労働

者と勤続による能力の向上が同一であれば同一の、違いがあ

れば違いに応じた昇給を行わなければならない。 

② 賞与 

• ボーナス（賞与）であって、会社（派遣先）の業績等への

労働者の貢献に応じて支給するものについては、派遣先の通

常の労働者と会社の業績等への貢献が同一であれば同一の、

違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

③ 各種手当 

• 役職手当であって、役職の内容に対して支給するものについて

は、派遣先の通常の労働者と役職の内容が同一であれば同一

の、違いがあれば違いに応じた支給を行わなければならない。 

• そのほか、派遣先の通常の労働者との間で、業務の危険度又

は作業環境が同一の場合の特殊作業手当、交替制勤務等の

勤務形態が同一の場合の特殊勤務手当、業務の内容が同一

の場合の精皆勤手当、派遣先の通常の労働者の所定労働時

間を超えて同一の時間外労働を行った場合に支給される時間

外労働手当の割増率、同一の深夜・休日労働を行った場合

に支給される深夜・休日労働手当の割増率、通勤手当・出張

旅費、労働時間の途中に食事のための休憩時間がある際の食

事手当、同一の支給要件を満たす場合の単身赴任手当、特

定の地域で働く労働者に対する補償として支給する地域手当

等については、同一の支給を行わなければならない。 

  ＜派遣先の通常の労働者と派遣労働者との間で賃金の決定基準・ルールの相違がある場合＞ 

• 派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間で賃金に相違がある場合において、その要因として賃金の決定基準・ルール

の相違があるときは、「派遣労働者に対する派遣元事業主の将来の役割期待は、派遣先に雇用される通常の労働者に対する派遣

先の将来の役割期待と異なるため、賃金の決定基準・ルールが異なる」という主観的・抽象的説明ではなく、賃金の決定基準・

ルールの相違は、職務内容、職務内容・配置の変更範囲、その他の事情の客観的・具体的な実態に照らして、不合理なもので

あってはならない。 

 

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要② 
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針） 

派遣労働者（１）【派遣先均等・均衡方式】 
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④ 福利厚生・教育訓練 

 

• 食堂、休憩室、更衣室といった福利厚生施設（※）については、派遣先の通常の労働者と働く事業所が同一であれば、同一の利

用を認めなければならない。 

• 派遣先の通常の労働者との間で、転勤の有無等の支給要件が同一の場合の転勤者用社宅、慶弔休暇、健康診断に伴う勤務免

除・有給保障については、同一の利用・付与を行わなければならない。 

• 病気休職については、期間の定めのない労働者派遣に係る派遣労働者には、派遣先の通常の労働者と同一の、期間の定めのある

労働者派遣に係る派遣労働者にも、派遣就業が終了するまでの期間を踏まえて取得を認めなければならない。 

• 法定外の有給休暇その他の休暇であって、勤続期間（派遣就業期間）に応じて取得を認めているものについては、派遣先の通常

の労働者と同一の勤続期間（派遣就業期間）であれば同一の付与を行わなければならない。なお、期間の定めのある労働者派遣

契約を更新している場合には、当初の派遣就業の開始日から通算して就業期間を評価することを要する。 

• 教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能・知識を習得するために実施するもの（※）については、派遣先の通常の労働

者と同一の業務内容であれば同一の、違いがあれば違いに応じた実施を行わなければならない。 

• 安全管理に関する措置・給付については、派遣先の通常の労働者と同一の勤務環境に置かれている場合には同一の措置・給付を

行わなければならない。 

 

（※）派遣先に対しても、上記の福利厚生施設（食堂、休憩室、更衣室）及び現在の業務の遂行に必要な技能・知識を付与する

ための教育訓練について、利用機会の付与及び実施の義務が課されている。 

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要③ 
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針） 

派遣労働者（２）【派遣先均等・均衡方式】 
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① 賃金 
 ＜協定対象派遣労働者の賃金の決定方法等＞ 
• 同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同等以上の賃金の額となるものでなければならない。 
• 職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項の向上があった場合に賃金が改善されるもので
なければならない。 

• 協定対象派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を公正に評価し、賃金
を決定しなければならない。 

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要④ 
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針） 

派遣労働者（３）【労使協定方式】 

② 福利厚生・教育訓練 

• 食堂、休憩室、更衣室といった福利厚生施設（※）については、派遣先の通常の労働者と働く事業所が同一であれば同一の利用
を認めなければならない。 

• 派遣元の通常の労働者との間で、転勤の有無等の支給要件が同一の場合の転勤者用社宅、慶弔休暇、健康診断に伴う勤務免
除・有給保障については、同一の利用・付与を行わなければならない。 

• 病気休職については、有期雇用でない派遣労働者には派遣元の通常の労働者と同一の、有期雇用である派遣労働者にも、労働
契約が終了するまでの期間を踏まえて取得を認めなければならない。 

• 法定外の有給休暇その他の休暇であって、勤続期間に応じて取得を認めているものについては、派遣元の通常の労働者と同一の勤
続期間であれば同一の付与を行わなければならない。なお、期間の定めのある労働契約を更新している場合には、当初の労働契約
の開始時から通算して勤続期間を評価することを要する。 

• 教育訓練であって、現在の職務に必要な技能・知識を習得するために実施するもの（※）については、派遣先の通常の労働者と同
一の業務内容であれば同一の、違いがあれば違いに応じた実施を行わなければならない。 

• 安全管理に関する措置・給付については、派遣元の通常の労働者と同一の勤務環境に置かれている場合には同一の措置・給付を
行わなければならない。 

（※）上記の福利厚生施設（食堂、休憩室、更衣室）及び現在の業務の遂行に必要な技能・知識を付与するための教育訓練は、
労使協定方式であっても、労使協定の対象とはならないため、派遣元事業主は、派遣先の通常の労働者との均等・均衡を確保
する必要がある。また、これらの待遇については、派遣先に対しても、利用機会の付与及び実施の義務が課されている。 
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３．実務の流れ 

     （１）派遣先均等均衡方式 
 

     （２）労使協定方式 
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事業主が実施すべき実務の流れ（労働者派遣法関係）（イメージ） 

＜労使協定方式＞ ＜派遣先均等・均衡方式＞ 

① 比較対象労働者の待遇情報の提供（派遣先） 

【法第26条第７項・第10項】 

② 派遣労働者の待遇の検討・決定（派遣元）【法第30条の３】 

④ 労働者派遣契約の締結（派遣元及び派遣先）【法第26条第１項等】 

⑤ 派遣労働者に対する説明（派遣元） 

 １） 雇入れ時 
    ・ 待遇情報の明示・説明【法第31条の２第２項】   
 ２） 派遣時 
    ・ 待遇情報の明示・説明【法第31条の２第３項】 

    ・ 就業条件の明示【法第34条第１項】 

○ 派遣労働者に対する比較対象労働者との待遇の相違等の説明
（派遣元）【法第31条の２第４項】 

（求めに応じて下記の対応） 

○ 通知で示された最新の統計を確認 
○ 労使協定の締結（派遣元）【法第30条の４第１項】 
 （※）労使協定における賃金の定めを就業規則等に記載 

○ 労使協定の周知等（派遣元） 

 １） 労働者に対する周知【法第30条の４第２項】 

 ２） 行政への報告【法第23条第１項】 

③ 労働者派遣契約の締結（派遣元及び派遣先）【法第26条第１項等】 

③ 派遣料金の交渉（派遣先は派遣料金に関して配慮） 

 【法第26条第11項】 

④ 派遣労働者に対する説明（派遣元） 

 １） 雇入れ時 
    ・ 待遇情報の明示・説明【法第31条の２第２項】   
 ２） 派遣時 
    ・ 待遇情報の明示・説明【法第31条の２第３項】 

    ・ 就業条件の明示【法第34条第１項】 

② 派遣料金の交渉(派遣先は派遣料金に関して配慮)【法第26条第11項】 

○ 過半数代表者の選出 ＜過半数労働組合がない場合＞（派遣元） 
 投票、挙手等の民主的な方法により選出 

○ 派遣先の労働者に関する情報、派遣労働者の業務の遂行の状況等の情報の追加提供の配慮（派遣先）【法第40条第５項】 

（求めに応じて下記の対応） 

① 待遇情報の提供（派遣先） 

【法第26条第７項・第10項】 

   ※ 法第40条第２項の教育訓練及び第40条第３項の福利厚生施設に限る。 

○ 派遣労働者に対する労使協定の内容を決定するに当たって考慮し
た事項等の説明（派遣元）     【法第31条の２第４項】 

（注）比較対象労働者の待遇に変更があったときは、変更部分について、

派遣先から派遣元に待遇情報を提供。 

派遣元は派遣労働者の待遇の検討を行い、必要に応じて、上記の流れ

に沿って対応。 

（注）同種の業務に従事する一般労働者の平均賃金に変更があったときは、

派遣元は、協定改定の必要性を確認し、必要に応じて、上記の流れに

沿って対応。 
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比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供① 

派遣先は、労働者派遣契約を締結するに当たり、あらかじめ、派遣元事業主に対し、派遣労働者が従事する業務

ごとに、比較対象労働者の賃金等の待遇等に関する情報を提供しなければならない。【法第26条第７項】 

［留意点］ 

(1) 比較対象労働者 

  派遣先が次の①～⑥の優先順位により比較対象労働者を選定。 

① 「職務の内容」と「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者 
② 「職務の内容」が同じ通常の労働者 
③ 「業務の内容」又は「責任の程度」が同じ通常の労働者 
④ 「職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ通常の労働者 
⑤ ①～④に相当する短時間・有期雇用労働者 
 ※ 当該短時間・有期雇用労働者が、短時間・有期雇用労働法等に基づき、派遣先の通常の労働者との間で「均衡待

遇」が確保されている場合に限る。 
⑥ 派遣労働者と同一の職務に従事させるために新たに通常の労働者を雇い入れたと仮定した場合における当該労働者

（仮想の通常の労働者） 
 ※ 当該労働者の待遇について、仮に雇い入れた場合の待遇であることを証する就業規則等の一定の根拠に基づき決

定されていることが必要。かつ、当該労働者が、派遣先の通常の労働者との間で「適切な待遇」が確保されている
場合に限る。 

派遣就業場所の労働者に限らず、
派遣先の全ての労働者が選定対象 

＜比較対象労働者が①から⑤までの同じ分類に複数の労働者が該当する場合の選定＞ 
 例えば、次の観点から、派遣労働者と最も近いと考える者を選定。 
 ・ 基本給の決定等において重要な要素（職能給であれば能力・経験、成果給であれば成果など）における実態 
 ・ 派遣労働者と同一の事業所に雇用されているかどうか 

＜比較対象労働者の単位＞ 
 ・ 一人の労働者 
 ・ 複数人の労働者又は雇用管理区分 
 ・ 過去１年以内に雇用していた一人又は複数人の労働者 
 ・ 労働者の標準的なモデル（新入社員、勤続○年目の一般職など） 
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「いわゆる正規型の労働者」＋「無期雇用フルタイム労働者」 

「業務の内容」＋「責任の程度」 



参考：「職務の内容」「職務の内容・配置の変更範囲」が同じか否かの判断手順 

① 
業務の内容（職種） 

の判断 

② 
従事している業務 
のうち中核的業務 

③ 
責任の程度 

同じ 

 

実質的に 
同じ 

 
「
職
務
の
内
容
」
は
同
じ 

「職務の内容」は異なる 

異なる 

 
異なる 

 
異なる 

 

例：「販売職」、「事務職」 

与えられている権限の範囲、業務の成果について求
められている役割、トラブル発生時や臨時・緊急時
に求められる対応の程度、売上目標等の成果への期
待度などを総合的に判断します。 

業務の比較例 
 
パート  接客、レジ、品出し 

正社員  接客、レジ、品出し、商品陳列 

 
★中核的業務※に〇（何が中核的業務に当たるかは、
同じ「販売職」でも個々の事業所ごとに異なります） 

※「中核的業務」とは、ある労働者に与えられた職務に伴う個々の業務のうち、その職務を代表する中核的なものを指し、与えられた職務に不可欠な業務、業務の成果が事務所の業
績や評価に大きな影響を与える業務、労働者の職務全体に占める時間・頻度において割合が大きい業務といった基準に従って総合的に判断します。 

 
 
 

 

「職務の内容」
が同じか否かの

判断手順 

「職務の内容・
配置の変更の範
囲」が同じか否
かの判断手順 
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 （判断に当たっての留意点） 
※ これらの同じか否かの判断に当たっては、将来にわたる可能性についても勘案。 
※ 「職務の内容・配置の変更の範囲」が同じか否かの判断に当たっては、育児又は家族介護などの家族的責任を有する

労働者については、そのような事情を考慮することが必要。 

著しくは 
異ならない 

派遣労働者と 
比較対象労働者について 

派遣労働者と 
比較対象労働者について 



比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供② 

派遣先は、労働者派遣契約を締結するに当たり、あらかじめ、派遣元事業主に対し、派遣労働者が従事する業務

ごとに、比較対象労働者の賃金等の待遇等に関する情報を提供しなければならない。【法第26条第７項】 ＜再掲＞ 

(3) 情報提供に関する手続 

  ・ 書面の交付等（書面の交付、ファクシミリ、電子メール等）により情報提供。 

  ・ 書面等（派遣元）、書面等の写し（派遣先）を、労働者派遣が終了した日から３年を経過する日まで保存。 

 

(4) 待遇情報の取扱い 

  派遣先から派遣元に提供された情報の取扱いについては、次の事項に留意する必要がある。 

① 個人情報に該当するものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限られる。 

② 個人情報に該当しないものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限定する等適切な対応が必要。 

   （適切な対応として、この他、保存義務経過後に利用することがなくなった情報を速やかに消去することも考えられる。） 

③ 法第24条の４の秘密を守る義務の対象 → 派遣元事業主及びその代理人、使用人その他従業者は、正当な理由がある場

合でなければ、比較対象労働者の待遇等に関する情報を他に漏らしてはならない。 

派遣元事業主は、派遣先から比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供がないときは、派遣先との間で労働者派

遣契約を締結してはならない。【法第26条第９項】 

［留意点（続き）］ 

(2) 提供する情報 

  派遣先は、派遣元が派遣労働者の均等・均衡待遇を確保するために必要となる次の①～⑤の情報を提供。 

① 比較対象労働者の職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲並びに雇用形態 
② 比較対象労働者を選定した理由 
③ 比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇がない場合には、その旨を含む。） 
④ 比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び当該待遇を行う目的（例：基本給は能力向上の努力促進及び長期勤続奨励） 

⑤ 比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項（例：能力・経験及び勤続年数を考慮） 
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参考：比較対象労働者の待遇等に関する情報提供のイメージ  
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△年△月△日 
（派遣元） 

（派遣先） 
比較対象労働者の待遇等に関する情報提供 

 
 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第26条第７項に基づき、比較対象労働者の待遇等に関する情報を下記の
とおり情報提供いたします。 
 
１．比較対象労働者の職務の内容（業務の内容及び責任の程度）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲並びに雇用形態 
 （１）業務の内容 
   ① 職種：衣服・身の回り品販売店員 ＜厚生労働省編職業分類 細分類323-04＞ 
   ② 中核的業務：品出し、レジ、接客 
   ③ その他の業務：クレーム対応 
 （２）責任の程度 
   ① 権限の範囲    ：副リーダー（●等級中●等級）（仕入れにおける契約権限なし、部下２名） 
   ② トラブル・緊急対応：リーダー不在である間の週１回程度対応 
   ③ 成果への期待・役割：個人単位で月の売上げ目標30万円 
   ④ 所定外労働    ：週２回、計５時間程度（品出しのため） 
 （３）職務の内容及び配置の変更の範囲 
   ① 職務の内容の変更の範囲：他の服飾品の販売に従事する可能性あり、リーダー又は店長まで昇進する可能性あり 
   ② 配置の変更の範囲：２～３年に１回程度、転居を伴わない範囲で人事異動あり 
 （４）雇用形態  正社員（年間所定労働時間●時間） 
 
２．比較対象労働者を選定した理由 比較対象労働者：業務の内容が同一である通常の労働者（該当する10名中の１名） 
   受け入れようとする派遣労働者と職務の内容が同一である通常の労働者はいないが、業務の内容が同一である通常の労働者がいるため。 
 
３．待遇の内容等 
 （１）比較対象労働者の待遇のそれぞれの内容（昇給、賞与その他の主な待遇がない場合にはその旨） 
 （２）比較対象労働者の待遇のそれぞれの性質及び待遇を行う目的 
 （３）待遇のそれぞれを決定するに当たって考慮した事項 
 
 
 
 
 
 
   

（例）基本給 

20万円 
／月 

・労働に対する基本的な対償として支払われるもの 
・労働者の能力の向上のための努力を促進する目的 
・長期勤続を奨励する目的  

能力・経験、勤続年数を考慮。 
能力・経験：定型的な販売業務の処理、クレーム対応が可能 
勤続年数：１年目（入社後４か月） 



派遣労働者の待遇の決定の検討・決定 <派遣先均等・均衡方式＞ 

派遣元事業主は、派遣労働者の基本給、賞与等の全ての待遇のそれぞれについて、派遣先に雇用される通常の

労働者の待遇との間で、均等待遇又は均衡待遇を確保しなければならない。【法第30条の３】 

［留意点］ 

派遣元事業主は、派遣先から提供される「比較対象労働者の待遇等に関する情報」等に基づき、 

派遣先の通常の労働者との間の(1)均等待遇又は(2)均衡待遇を確保する。 

★ 対象となる「待遇」 ： 全ての賃金、教育訓練、福利厚生施設、休憩、休日、休暇、安全衛生、災害補償等の全ての待遇 

※ 労働時間、労働契約の期間、派遣先の労使が運営する共済会、派遣先の労働者が被保険者として加入する健康保険組合等が実施している

ものは含まれない。  

(1) 均等待遇 

派遣先の通常の労働者と「①職務の内容」と「②職務の内容及び配置の変更の範囲」が同じ場合 

→ 派遣労働者の待遇のそれぞれについて、派遣先の通常の労働者との間で差別的な取扱いをしてはならない。 

 

(2) 均衡待遇 

派遣先の通常の労働者と「①職務の内容」と「②職務の内容及び配置の変更の範囲」が異なる場合 

→ 「 ①職務の内容」、「②職務の内容及び配置の変更の範囲」、「③その他の事情」のうち、 

  当該待遇の性質･目的に照らして適切と認められる事情を考慮した上で、 

  派遣先の通常の労働者との間で不合理な待遇差を設けてはならない。 

 

→ 派遣先の通常の労働者との均衡を考慮しつつ、派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験

その他の就業の実態に関する事項を勘案し、その賃金（※）を決定するよう努めなければならない。【法第30条の５】 

  ※ 職務の内容に密接に関連して支払われる賃金以外の賃金（例えば、通勤手当、家族手当、住宅手当、別居手当、子女教育手当）を除く。 
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「業務の内容」＋「責任の程度」 

職務の成果、能力、経験、合理的な労使
の慣行、労使交渉の経緯等の諸事情 

※ 「均衡待遇」に関して民事訴訟が提起された場合の裁判上の主張立証については、不合理の評価を基礎付ける事実は派遣労働者が、不合理の評価を

妨げる事実は派遣元が主張立証責任を負うものと解される。 

※ 派遣労働者が短時間労働者又は有期雇用労働者である場合には、労働者派遣法に基づく待遇の確保のほか、短時間・有期雇用労働法の適用がある。 



派遣料金の交渉における配慮 

派遣先は、労働者派遣に関する料金（派遣料金）について、派遣元事業主が、均等・均衡方式の場合には均等・

均衡待遇を確保し、又は労使協定方式の場合には労使協定に定める賃金水準等を確保できるように配慮しなけ

ればならない。【法第26条第11項】 

［留意点］ 

○ 配慮する時点 

労働者派遣に関する料金（派遣料金）に関する配慮は、労働者派遣契約の締結又は更新の時だけではなく、

締結又は更新がされた後にも継続的に求められる。 

労働者派遣契約の締結 

派遣元事業主と派遣先は、労働者派遣契約の締結に際し、一定の事項を定めなければならない。 

【法第26条第１項】 

［留意点］ 

○ 労働者派遣契約の記載事項 

現行の記載事項（業務の内容、労働者派遣の期間等）に加えて、次の①及び②の事項を記載しなければならない。 

  ① 派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度 

  ② 労使協定の対象となる派遣労働者に限るか否かの別 
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派遣先が派遣元事業主に支払う料金であり、派遣労働者の賃金等の原資となるもの。 

配慮義務を尽くしていな
いものとして指導の対象

となり得るケース 

・ 派遣元から要請があるにもかかわらず、派遣先が派遣料金の交渉に一切応じない場合 

・ 派遣元が派遣先の通常の労働者との間の均等・均衡待遇を確保するために必要な額を派遣先
に提示した上で派遣料金の交渉を行ったにもかかわらず、派遣料金が当該額が下回る場合 

具体的な役職や役職を有さない旨で足りるが、
より具体的に記載することが望ましい。 

※ これに伴い、就業条件等の明示事項についても、上記①の事項が追加される。 



派遣労働者に対する説明（雇入れ時） 

派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者に対し、労働条

件に関する一定の事項を明示するとともに、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容

を説明しなければならない。【法第31条の２第２項】 

［留意点］ 

１．労働条件に関する明示 

(1) 明示事項 

① 昇給の有無 
② 退職手当の有無 
③ 賞与の有無 
④ 労使協定の対象となる派遣労働者であるか否か（対象である場合には、労使協定の有効期間の終期） 
⑤ 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項 
 ※ 雇入れ時には、別途、労働基準法第15条に基づく労働条件の明示が行われることとなる。 

(2) 明示方法 （次のいずれかの方法） 

  文書（書面）の交付 ／ 派遣労働者がファクシミリ又は電子メール等の送信を希望した場合の当該方法 

 

２．不合理な待遇差を解消するために講ずる措置に関する説明 

(1) 説明内容 

次の①～②に関し、講ずることとしている措置の内容 

 

 

 

 

(2) 説明方法 

 書面の活用その他の適切な方法 
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事実と異なるものとしてはならない。 

① 派遣先の通常の労働者との間の均等・
均衡待遇の確保 【法第30条の３関係】 

・ 差別的な取扱いをしない旨（均等） 
・ 不合理な待遇差を設けない旨（均衡） 

② 職務の内容等を勘案した賃金の決定
（均衡待遇の場合のみ）【法第30条の５関係】 

・ 職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他就業の
実態に関する事項のうちどの要素を勘案するか 

 書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 



(2) 明示方法 （次のいずれかの方法） 

  文書（書面）の交付 ／ 派遣労働者がファクシミリ又は電子メール等の送信を希望した場合の当該方法 
※ 緊急時には、上記以外の方法も可能。この場合において、「派遣労働者から請求があったとき」、「労働者派遣

の期間が１週間を超えるとき」は、労働者派遣の開始後遅滞なく、上記の方法により明示しなければならない。 

 

２．不合理な待遇差を解消するために講ずる措置に関する説明 

(1) 説明内容 

次の①～②に関し、講ずることとしている措置の内容 

 

 

 

 

(2) 説明方法 

 書面の活用その他の適切な方法 

派遣労働者に対する説明（派遣時） 

派遣元事業主は、労働者派遣をしようとするときは、あらかじめ、派遣労働者に対し、労働条件に関する一定の事

項を明示するとともに、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容を説明しなければなら

ない。（労使協定方式の対象となる待遇に係るものを除く。）【法第31条の２第３項】 

［留意点］ 

１．労働条件に関する明示 

(1) 明示事項 

① 賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金を除く。）の決定等に関する事項 
② 休暇に関する事項  ③ 昇給の有無  ④ 退職手当の有無  ⑤ 賞与の有無 
⑥ 労使協定の対象となる派遣労働者であるか否か（対象である場合には、労使協定の有効期間の終期） 
 ※ 派遣時には、別途、法第34条第１項に基づく就業条件の明示が行われることとなる。 
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① 派遣先の通常の労働者との間の均等・
均衡待遇の確保 【法第30条の３関係】 

・ 差別的な取扱いをしない旨（均等） 
・ 不合理な待遇差を設けない旨（均衡） 

② 職務の内容等を勘案した賃金の決定
（均衡待遇の場合のみ）【法第30条の５関係】 

・ 職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他就業の
実態に関する事項のうちどの要素を勘案するか 

 書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 



比較対象労働者の待遇情報の変更時の対応① 

派遣先は、比較対象労働者の賃金等の待遇に関する情報に変更があったときは、遅滞なく、派遣元事業主に対

し、当該変更の内容に関する情報を提供しなければならない。【法第26条第10項】 

［留意点］ 

(1) 変更時の情報提供の内容 

派遣元は、派遣先から変更時の情報提供をもとに、比較対象労働者の待遇等に関する情報の変更があった

時点から、派遣先の通常の労働者との間の均等・均衡待遇を確保することが必要。 

→ 「労働者派遣契約前に提供した情報のうち変更があった内容」＋「変更が生じた時点」を情報提供。 

  

(2) 情報提供に関する手続き 

  ・ 書面の交付等（書面の交付、ファクシミリ、電子メール等）により情報提供。 

  ・ 書面等（派遣元）、書面等の写し（派遣先）を、労働者派遣が終了した日から３年を経過する日まで保存。 

  ・ 「遅滞なく」 ： 「１か月以内に派遣労働者の待遇に適正に反映されるよう、可能な限り速やかに」 

 

(3) 変更時の情報提供が不要な場合 

次の場合には、比較対象労働者の待遇等に関する情報に変更があった場合で、変更時の情報提供は不要。 

① 現に派遣されている派遣労働者が労使協定方式の対象となる者のみである場合 

→ 法第40条第２項の教育訓練及び法第40条第３項の福利厚生施設を除き、変更情報の提供は不要。 

   ただし、新たに派遣先均等・均衡方式の対象者が含まれることとなったときは、遅滞なく、変更時の情報提供が必要。 

② 労働者派遣契約の終了の間際における軽微な変更が生じた場合 

・ 労働者派遣契約が終了する日前１週間以内における変更であって、 

・ 当該変更を踏まえて派遣労働者の待遇を変更しなくても、法第30条の３（派遣先の通常の労働者との間の均等・均衡

待遇の確保）の規定に違反しないものであり、 

・ かつ、当該変更情報の提供を要しないものとして労働者派遣契約で定めた範囲を超えないものが生じた場合 

には、変更時の情報提供は不要。 
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比較対象労働者の待遇情報の変更時の対応② 

派遣先は、比較対象労働者の賃金等の待遇に関する情報に変更があったときは、遅滞なく、派遣元事業主に対

し、当該変更の内容に関する情報を提供しなければならない。【法第26条第10項】 ＜再掲＞ 

［留意点（続き）］ 

(4) 待遇情報の取扱い 

  派遣先から派遣元に提供された情報の取扱いについては、次の事項に留意する必要がある。 

① 個人情報に該当するものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限られる。 

② 個人情報に該当しないものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限定する等適切な対応が必要。 

   （適切な対応として、この他、保存義務経過後に利用することがなくなった情報を速やかに消去することも考えられる。） 

③ 法第24条の４の秘密を守る義務の対象 → 派遣元事業主及びその代理人、使用人その他従業者は、正当な理由がある場

合でなければ、比較対象労働者の待遇等に関する情報を他に漏らしてはならない。 

 

 

24 



派遣労働者に対する説明（派遣労働者から求めがあったとき）<派遣先均等・均衡方式＞ 

派遣元事業主は、派遣労働者から求めがあったときは、派遣労働者に対し、比較対象労働者との間の待遇の相

違の内容及び理由並びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関

する決定をするに当たって考慮した事項を説明しなければならない。【法第31条の２第４項】 

［留意点］ 

(1) 説明内容 

① 派遣労働者と比較対象労働者との間の「待遇の相違の内容及び理由」・第30条の３に関する決定の考慮事項 
 ※ 派遣先から提供された比較対象労働者の待遇等に関する情報に基づき説明。 

 ※ 説明に当たっては、説明を受けた派遣労働者において比較対象労働者が特定されることのないよう配慮が必要。 

（比較対象労働者に関する内容） 

・ 派遣先が選定した比較対象労働者と選定理由（例えば、「派遣労働者と職務の内容が同一である通常の労働者は 

 いないが、業務の内容が同一である通常の労働者がいるため、業務の内容が同一である通常の労働者を選定」等） 

 ・ 比較対象労働者の区分等（例えば、「一人の労働者」等）  

 

（待遇の相違の内容） → ア及びイの事項 

 ア 派遣労働者と比較対象労働者の待遇を決定するに当たって考慮した事項の相違の有無 

イ 「派遣労働者と比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容」又は「派遣労働者と比較対象労働者の待遇の実施基準」 

（待遇の相違の理由） 

派遣労働者及び比較対象労働者の「職務の内容」､「職務の内容及び配置の変更の範囲」､「その他の事情」のうち、

待遇の性質及び待遇を行う目的に照らして適切と認められるものに基づき、待遇の相違の理由を説明。 

 

★ 比較対象労働者が「短時間・有期雇用労働者」又は「仮想の通常の労働者」である場合には、派遣労働者の求めに応じ、

次の事項も説明しなければならない。 

（「短時間・有期雇用労働者」である場合）比較対象労働者と派遣先の通常の労働者との間で、 

                    短時間・有期雇用労働法第８条等に基づく「均衡待遇」が確保されている根拠 

（「仮想の通常の労働者」である場合）比較対象労働者と派遣先の通常の労働者との間で、「適切な待遇」が 

                  確保されている根拠 
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派遣労働者に対する説明（派遣労働者から求めがあったとき）<派遣先均等・均衡方式＞ 

派遣元事業主は、派遣労働者から求めがあったときは、派遣労働者に対し、比較対象労働者との間の待遇の相

違の内容及び理由並びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関

する決定をするに当たって考慮した事項を説明しなければならない。【法第31条の２第４項】 ＜再掲＞ 

［留意点（続き）］ 

(1) 説明内容（続き） 

② 第30条の５に関する決定の考慮事項 

賃金の決定に当たって勘案する職務の内容、職務の成果、意欲、能力、経験等のうちどれを勘案しているか、 

どのように勘案しているか。 

③ 第30条の６に関する決定の考慮事項 

就業規則の作成又は変更をしようとするときの意見聴取の対象となった派遣労働者がどのように選出され、 

どのような事項に関して意見聴取したのか。 

 

(2) 説明方法 

書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 

 

(3) 不利益取扱いの禁止 【第31条の２第５項】 

派遣労働者が説明を求めたことを理由として、派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

(4) 派遣労働者から求めがない場合の対応 

派遣労働者から求めがない場合でも、派遣労働者と比較対象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並

びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関する決定をするに当

たって考慮した事項に変更があったときは、その内容を情報提供することが望ましい。 
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派遣先の労働者に関する情報等の提供に関する配慮（派遣元から求めがあったとき） 

派遣先は、段階的・体系的な教育訓練、派遣先均等・均衡方式又は労使協定方式による待遇決定及び派遣労働

者に対する待遇に関する事項等の説明が適切に講じられるようにするため、派遣元事業主の求めがあったときは、

派遣先に雇用される労働者に関する情報、派遣労働者の業務の遂行の状況その他の情報であって必要なものを

提供する等必要な協力をするよう配慮しなければならない。【法第40条第５項】 

［留意点］ 

(1) 配慮の内容 

派遣元は派遣労働者の公正な待遇の確保や説明義務の履行に当たり、追加の情報が必要になることがある。 

このため、派遣元の求めに応じ、「派遣先の労働者に関する情報」や「派遣労働者の業務の遂行の状況等の情報」

を提供する等必要な協力をするよう配慮。 

 

 

(2) 比較対象労働者が「短時間・有期雇用労働者」又は「仮想の通常の労働者」である場合の取扱い 

（第31条の２第４項との関係） 

派遣元は、派遣労働者の求めに応じ、比較対象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由を説明する際、 

比較対象労働者が次の①又は②であるときは、それぞれ次の事項も説明しなければならない。 

このため、派遣先は、派遣元からの求めに応じ、「説明が必要な事項」に記載する「根拠」について情報提供 

することが求められる。 

比較対象労働者 説明が必要な事項 

①短時間・有期雇用労働者 比較対象労働者と派遣先の通常の労働者との間で、 
短時間・有期雇用労働法第８条等に基づく「均衡待遇」が確保さ
れている根拠 

②仮想の通常の労働者 比較対象労働者と派遣先の通常の労働者との間で、 
「適切な待遇」が確保されている根拠 
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仕事の処理速度や目標の達成度合いに関する情報 
（派遣先の能力の評価の基準や様式により示されたもの等） 



３．実務の流れ 

     （１）派遣先均等均衡方式 
 

     （２）労使協定方式 
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派遣労働者の待遇の決定の検討・決定① <労使協定方式＞ 

派遣元事業主は、過半数労働組合又は過半数代表者（過半数労働組合がない場合に限る）との間で、一定の事

項を定めた協定を書面で締結したときは、一部の待遇を除き、協定に基づき待遇を決定することとなる。また、協

定を締結した派遣元事業主は、協定を労働者に周知しなければならない。【法第30条の４】 

［留意点］ 

(1) 労使協定方式の対象とならない待遇 

「派遣先均等・均衡方式」によらなければ実質的な意義を果たすことができない以下の待遇。 

 

 

 

(2) 労使協定の締結単位 

「派遣元事業主単位」又は「事業所単位」で締結することが可能。 

待遇の引下げを目的として恣意的に締結単位を分けることは不適当。 

(3) 過半数代表者の選出手続等 

○ 過半数代表者は、次の①と②のいずれにも該当する者（①に該当する者がいないときは②に該当する者）。 

 

 

 

○ 派遣元は「過半数代表者であることや当該者になろうとしたこと」、「過半数代表者として正当な行為をしたこと」

を理由に、過半数代表者等に対して解雇、賃金減額、降格等労働条件の不利益な取扱いをしてはならない。 

○ 派遣元事業主は、過半数代表者が事務を円滑に遂行できるよう必要な配慮を行わなければならない。 

 

(4) 労使協定に係る書面の保存 

派遣元は、協定に係る書面を、その有効期間が終了した日から３年を経過する日まで保存。 

① 管理監督者でないこと 
② 労使協定を締結する者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の民主的な方法により
選出された者であって、派遣元事業主の意向に基づき選出されたものでないこと 
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・ 第40条第２項の教育訓練 
  （派遣先の労働者に対して実施される「業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練」） 
・ 第40条第３項の福利厚生施設（派遣先の労働者が利用する給食施設、休憩室、更衣室） 

労働者の話合い、持ち回り決議等 

例えば、意見集約のための事務機器（イントラネットや社内メールを含む）、事務スペースの提供 

過半数代表の選任に係る投票

等にあわせて派遣労働者の意

見、希望等を集約するなど、

派遣労働者の意思が反映され

ることが望ましい。 



派遣労働者の待遇の決定の検討・決定② <労使協定方式＞ 

派遣元事業主は、過半数労働組合又は過半数代表者（過半数労働組合がない場合に限る）との間で、一定の事

項を定めた協定を書面で締結したときは、一部の待遇を除き、協定に基づき待遇を決定することとなる。また、協

定を締結した派遣元事業主は、協定を労働者に周知しなければならない。【法第30条の４】 ＜再掲＞ 

［留意点（続き）］ 

(5) 労使協定に定める事項 

① 労使協定の対象となる派遣労働者の範囲 
 
② 賃金の決定方法（次のア及びイに該当するものに限る。） 
ア 派遣先の事業所その他派遣就業の場所の所在地を含む地域において派遣労働者が従事する業務と同種の業務に
従事する一般の労働者であって、当該派遣労働者と同程度の能力及び経験を有する者の平均的な賃金の額（一般
賃金）の額と同等以上 

イ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等の向上があった場合に賃金が改善されるもの 
 ※ イについては、職務の内容に密接に関連して支払われるもの以外のもの（通勤手当等）を除く。  

 
③ 派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を公正に評価して賃金を決定すること 
 
④ 「労使協定の対象とならない待遇（法第40条第２項の教育訓練・法第40条第３項の福利厚生施設）及び賃金」を
除く待遇の決定方法（派遣元に雇用される通常の労働者（派遣労働者を除く）との間で不合理な相違がないもの） 

 
⑤ 派遣労働者に対して段階的・体系的な教育訓練を実施すること 
 
⑥ その他の事項 
・ 有効期間（労使協定の始期と終期） ※ ２年以内が望ましい。 
・ 労使協定の対象となる派遣労働者の範囲を派遣労働者の一部に限定する場合は、その理由 
・ 「特段の事情」がない限り、一の労働契約の期間中に派遣先の変更を理由として、協定の対象となる派遣労働
者であるか否かを変えようとしないこと 

30 

・ 職種（一般事務、エンジニア等）、労働契約期間（有期、無期）
等の客観的基準により定める（性別、国籍等、他の法令に照らし
て不適切な基準によることは認められない）。 

・ 「賃金が高い企業に派遣する労働者」とすることは、労使協定方
式を設けた趣旨に照らして不適当。 

「特段の事情」とは、①が職種で定められている場合で派遣労働者の職種転換により待
遇決定方式が変更される場合、待遇決定方式を変更しなければ派遣労働者が希望する就
業機会を提供できない場合で派遣労働者から合意を得た場合等のやむを得ない場合 

上記②～⑤として労使協定に定めた事項を遵守していない場合、労使協定を書面で締結していない場合、適切に過半

数代表者を選出していない場合、法律上、労使協定方式は適用されず、派遣先均等・均衡方式となる。 

④の対象となる待遇は、転勤者用社宅、
慶弔休暇等の法定外休暇、病気休職等の
福利厚生、派遣元で実施する教育訓練等 

一般賃金の額は毎年改定 



派遣労働者の待遇の決定の検討・決定③ <労使協定方式＞ 

派遣元事業主は、過半数労働組合又は過半数代表者（過半数労働組合がない場合に限る）との間で、一定の事

項を定めた協定を書面で締結したときは、一部の待遇を除き、協定に基づき待遇を決定することとなる。また、協

定を締結した派遣元事業主は、協定を労働者に周知しなければならない。【法第30条の４】 ＜再掲＞ 

［留意点（続き）］ 

(6) 労使協定の周知対象 

派遣労働者だけではなく、雇用する全ての労働者に周知しなければならない。 

(7) 労使協定の周知方法 

労使協定の周知は、次の①～③のいずれかの方法により行わなければならない。 

① 書面の交付等（書面の交付、ファクシミリ、電子メール等） 
 ※ ファクシミリ、電子メール等については、労働者が希望した場合に限る。 
 
② 電子計算機に備えられたファイル、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、労働者が当該記録の内容
を常時確認できるようにすること 

  例えば、派遣労働者のログイン・パスワードを発行し、イントラネット等で常時確認できる方法。 
 

③ 常時派遣元事業主の各事業所の見やすい場所に掲示し、又は備え付けること（協定の概要について、書面の交付等に
よりあわせて周知する場合に限る。） 
※ 協定の概要には、少なくとも「対象となる派遣労働者の範囲」、「派遣労働者の賃金（基本給、賞与、通勤手当、
退職手当等）の決定方法」、「有効期間」を盛り込み、派遣労働者が容易に理解できるものとすることが望ましい。
また、派遣労働者の賃金の決定方法に加えて、比較対象である一般賃金の額を記載することが望ましい。 

(8) 行政機関への報告 

労使協定を締結した派遣元は、毎年度、６月30日までに提出する事業報告書に労使協定を添付するとともに、

労使協定の対象となる派遣労働者の職種ごとの人数及び職種ごとの賃金額の平均額を報告しなければならない。 

(9) 労使協定の対象となる派遣労働者に対する安全管理に関する措置・給付 

安全管理に関する措置・給付のうち職務内容に密接に関連するものについては、派遣先の通常の労働者との

間で不合理と認められる相違が生じないようにすることが望ましい。 31 



基本給・賞与等 
（一般基本給・賞与

等） 

 
○家族手当 
○役職手当 
など諸手当 
 

実費支給 

定額支給 

退職金制度の 
方法 

退職金前払い
の 
方法 

中小企業 
退職金共済制度等 
への加入の方法 

時間外勤務手当 深夜勤務手当 休日勤務手当 

A 

通勤手当 
（一般通勤手当） 

退職金 
（一般退職金） 

B C 

も含む 

対象外 

同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準（一般賃金） 
（法第30条の４第１項第２号イ） 

＜一般賃金のイメージ＞ 

Ａ、Ｂ、Ｃについては、合算して、協定対象派遣労働者の賃金の額と「同等以上」か比較することも可能。 
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能力・経験指数調整 

地域指数調整 

同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（基本給・賞与・手当等） 

所定内 
給与 

特別給与 

基本給 

同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準（職種別） 個々の派遣労働者の賃金 

賞与 

諸手当 

※ 同種の業務に従事する一般労働者とは、同じ職種、同じ地域、同程度の能力・経験の無期雇用かつフルタイムの労働者 
※ 賃金構造基本統計調査の勤続０年には中途採用者も含まれるため、学歴計の初任給との差（１２％）を調整。職業安定業務統計は下限求人賃金の平均値を使用 
※ 職業安定業務統計では特別給与額が分からないので、賃金構造基本統計調査から計算した賞与指数を掛けることで特別給与込みの給与を計算 
※ 労使協定には同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及び派遣労働者の賃金の両方の数字を明示することとする 
※ 退職金は国が示した各種統計調査の中から実際に比較するものを選択し比較（選択肢１）、又は、退職金分（６％）を同種の業務に従事する一般労働者の 
  賃金水準に上乗せして比較（選択肢２）又は、中小企業退職金共済等に加入（選択肢３） 

個々の派遣労働者に 
実際に支給される額 

平均値で代替可能 

（退職金込みで 
比較する場合） 

時給換算した 

上で同等以上 

※賞与指数を  
 掛けて計算 

賃金構造基本統計調査 

基本給及び 

定額的に支
払われる手
当 

１．局長通達で示す統計（賃金構造基本統計調査及び職業安定業務統計）を用いる場合 

２．局長通達で示す統計以外を用いる場合 

能力・経験指数調整 

≦ 

職業安定業務統計 

・職種別の賃金統計を把握できる政府統計として、賃金構造基本統計調査と職業安定業務統計（職業大分類、中分類及び小分類）を用いる 
・同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準は職種別の一覧表と能力・経験調整指数、地域指数（都道府県別及びHW別）を毎年、政
府が公表（時給ベース） 
・対応する個々の派遣労働者の賃金を時給換算した上で同等以上か確認 

賃構等で把握できる職種と派遣労働者が実際に行う業務との間に乖離がある場合などに以下のいずれかの条件を満たせば局長通達で
示す統計以外を用いることが可能  
・ 公的統計（国又は地方公共団体が作成）であること 
・ 集計項目ごとに実標本数を一定数以上確保するよう標本設計した上で無作為抽出で調査を実施する場合 

派遣先の事業所の
所在する地域の物
価等を反映するた
め地域指数を掛け
て調整 

 能力・
経験を加
味する。 

※ 通勤手当は実費支給し
ている場合など、一般賃金
から分離して比較することも
可。 
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34 

92.0 

1,124 1,304 1,426 1,482 1,560 1,837 2,292 
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36 



※ 職業がどこに該当するかはこちらをご参照ください。 
      （https://www.jil.go.jp/institute/seika/shokugyo/bunrui/documents/shokugyo04_04.pdf） 

（参考）厚生労働省編職業分類（抄） 
10 情報処理・通信技術者 
電子計算機を用いて情報の入出力・変換・計算・検索・蓄積・通信などを行うため、情報処理・通信技術に関する専門的・科学的な知識と手段を応用して、適用業務
の分析、情報処理システムの企画、ソフトウェアの開発、コンピュータネットワークの構築、構築されたシステムの管理・保守などを行う技術的な仕事に従事するものを
いう｡ 
101 システムコンサルタント 

企業・組織の経営・業務環境の分析などにもとづいて経営・業務上の課題を整理し、課題解決のために情報処理・通信技術を活用したシステムの提案などを行う
専門的な仕事に従事するものをいう。 
101-01 システムコンサルタント 

 
102 システム設計技術者 

企業・組織の経営・業務上の課題を解決するため、情報処理・電気通信技術を活用して、ハードウェア・ソフトウェア・ネットワークなどによって構成されるシステム
全体の基本構造を計画・設計する技術的な仕事に従事するものをいう。 
102-01 システム設計技術者 

 
103 情報処理プロジェクトマネージャ 

システム開発を担当するプロジェクトチームの責任者として、プロジェクト実行計画の作成、予算・要員・納期・品質の管理、業務の監督などを行う専門的な仕事
に従事するものをいう。 
103-01 情報処理プロジェクトマネージャ 

 
104 ソフトウェア開発技術者 

コンピュータ上で作動するシステムソフトウェア（ミドルウェアを含む）およびアプリケーションソフトウェア（パッケージソフトウェアを含む）を作成するため、要件の定
義、仕様書の作成、プログラム設計書の作成、プログラムの開発、作成したソフトウェアのテストなどを行う技術的な仕事に従事するものをいう。 
104-01 ソフトウェア開発技術者（WEB・オープン系）、104-02 ソフトウェア開発技術者（組込・制御系）、104-03 ソフトウェア開発技術者（汎用機系） 
104-04 プログラマー、104-99 他に分類されないソフトウェア開発技術者 

 
105 システム運用管理者 

構築されたシステムおよびネットワークの運用・維持・管理・安全性確保・保守に関する技術的な仕事に従事するものをいう。 
105-01 システム運用管理者 

 
106 通信ネットワーク技術者 

有線電気通信または無線通信によってネットワークを構築するため、事業用電気通信設備およびLAN 設備の計画・設計、設備工事の施行管理などを行う技術
的な仕事に従事するものをいう。 
106-01 通信ネットワーク技術者 

 
109 その他の情報処理・通信技術者 

101～106 に含まれない、情報処理・通信技術に関する技術的な仕事に従事するものをいう。 
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職業安定業務統計による地域指数 

※ 職業安定業務統計の求人賃金の全国計を100として職業大分類の構成比の違いを除去して指数化 
※ ハローワーク単位の地域指数も利用可能 38 

（都道府県別） （ハローワーク別） 



＜例１＞ 職務内容等の向上があった場合に追加の手当を支給 

派遣労働者の勤務評価の結果、同じ職
務の内容（Ａランク、Ｂランク、Ｃラ
ンク）であっても、派遣労働者の職務
に係る経験の蓄積、能力の向上があっ
た場合には、例えば、基本給額・手当
額の１～３％の範囲で追加の能力手当
を支給。 

職務の内容 基本給・手当等 等級 

上級プログラマー（AI関係等高度な 
プログラム言語を用いた開発） 

1,600 Aランク 

中級プログラマー（Webアプリ作成等の 
中程度の難易度の開発） 

1,250 Bランク 

初級プログラマー（Excelのマクロ等、 
簡易なプログラム言語を用いた開発） 

1,000 Cランク 

＜例２＞ 職務内容等の向上があった場合に職務の内容等の向上に応じた基本給・手当等を支給 

基本給・手当等 
１号俸 ２号俸 ３号俸 

職務の内容 等級 

1,250 1,300 1,350 
中級プログラマー（Webアプリ作成等の 

中程度の難易度の開発） 
Ｂランク 

1,000 1,025 1,050 Ｃランク 
初級プログラマー（Excelのマクロ等、 
簡易なプログラム言語を用いた開発） 

1,600 1,700 1,800 
上級プログラマー（AI関係等高度な 
プログラム言語を用いた開発） 

Ａランク 

派遣労働者の勤務評価の結果、
同じ職務の内容（Ａランク、
Ｂランク、Ｃランク）であっ
ても、派遣労働者の職務に係
る経験の蓄積、能力の向上が
あった場合には、基本給・手
当額自体を増額。 

＜例３＞ 職務内容等の向上があった場合により高度な業務に係る派遣就業機会を提供 

派遣労働者の勤務評価の結果、派遣労働 
者の能力の向上があり、より高度な業務 
を行うことができると認められた場合に 
は、より高度な業務に係る派遣就業機会 
を提供。 

職務の内容 基本給・手当等 等級 

上級プログラマー（AI関係等高度な 
プログラム言語を用いた開発） 

1,600 Aランク 

中級プログラマー（Webアプリ作成等の 
中程度の難易度の開発） 

1,250 Bランク 

初級プログラマー（Excelのマクロ等、 
簡易なプログラム言語を用いた開発） 

1,000 Cランク 

※ これに相当する機会を提供できないときは、例１、 
例２等により、派遣労働者の職務内容等の向上が 
あった場合に賃金を改善する仕組みを設けることが 
必要。（Ｃランクの1,000円のまま据え置くような 
ことは、法律上の要件を満たすものとはいえない。） 
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職務内容等の向上があった場合の賃金の改善（法第30条の４第１項第２号ロ） 



（退職金込みで 
比較する場合） 

同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（通勤手当の取扱い） 

１．局長通達で示す方法を用いる場合 

 局長通達で示す統計は、調査が無期雇用の労働者に支給された通勤手当の平均値をもとに算出した数値であり、地域における通勤
手段を勘案したものとはいえないため、以下のいずれかの条件を満たせば局長通達で示す統計以外を用いることが可能  
・ 公的統計（国又は地方公共団体が作成）であること 
・ 集計項目ごとに実標本数を一定数以上確保するよう標本設計した上で無作為抽出で調査を実施する場合 

２．局長通達で示す統計以外を用いる場合 

選択肢１又は２のいずれかを労使の話合いで選択する。 

選択肢１ 実費支給により「同等以上」を確保する 
 協定対象派遣労働者に対し、通勤手当として、派遣就業の場所と居住地の通勤距離や通勤方法に応じた実費が支給される場合に
は、一般通勤手当（「72円」）と同等以上であるものとする。 

 ただし、上限がある実費支給の場合は、上限額を協定対象派遣労働者の平均的な所定内労働時間１時間当たりに換算した額が
「72円」未満である場合には、選択肢２により取り扱う。 
 （例）所定労働時間が８時間×週５日の場合、各月の上限額が12,480円(※）未満であれば、協定対象労働者の通勤手当を12,480円と同等以上とする
ことが必要。 
   ※ 72円×８時間×５日×52週÷12月 ＝ 12,480円 

選択肢２ 一般の労働者の通勤手当に相当する額と「同等以上」を確保する 
 定額支給の場合などは、一般通勤手当（「72円」）と、派遣労働者の通勤手当を時給換算し比較する。 
※ 平均額で代替することも可能。 

〇 一般通勤手当（「72円」）は、「平成25年企業の諸手当等の人事処遇制度に関する調査（独立行政法人労働政策研修・研究機構）」の通勤手当
の平均額を「賃金構造統計基本調査（平成25年）」の所定内給与及び特別給与の合計額を除して得た「給与に占める通勤手当の割合」に、「賃金
構造統計基本調査（平成30年）」の所定内給与及び特別給与の合計額を乗じて得た額に、制度導入割合を乗じて得た額を時給換算した額である。 

 
※ 上記のほか、基本給・賞与・手当等と通勤手当の合計額が、一般基本給・賞与等と一般通勤手当（時給換算72円）の合計額を上回る
ことにより「同等以上」を確保することも可能。 
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同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（退職金の取扱い） 

選択肢１～３のいずれかを労使の話合いで選択する。 

選択肢１ 退職手当の導入割合、最低勤続年数及び支給月数の相場について、国が各種調査結果を 
       示し、その中のいずれかを選択し、それと退職手当制度を比較 

選択肢２ 派遣労働者の退職手当相当にかかる費用について時給換算し、派遣労働者の賃金に加算。 
 同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準に退職費用分（６％）を上乗せ。その上で両者を比較 

○退職手当相当にかかる費用については、厚生労働省「平成２８年就労条件総合調査」より、退職給付等の費用は18,834円。 

○就労条件総合調査の現金給与額には、超過勤務手当も含まれていることから、平成２８年賃金構造基本統計調査を使い超過勤
務手当分を調整した現金給与額に占める比率は６％ 

選択肢3 派遣労働者が中小企業退職金共済制度（確定給付企業年金や確定拠出年金等の掛金も含 
 む）に（給与の６％以上で）加入している場合は、退職手当については同種の業務に従事する 
 一般労働者と同等以上であるとする 

 ※ 一人の協定対象派遣労働者について、選択肢２及び３を併用することが可能であり、その場合には選択肢２の賃金と３の掛金の合
計額が、一般基本給・賞与等に退職給付等の費用の割合（６％）を乗じた額（一般退職金）と比較し、同等以上であることが必要。 

 ※ 退職手当制度は、「全ての協定対象派遣労働者に適用されるものであること」、「退職手当の決定、計算及び支払の方法（例えば、
勤続年数、退職事由等の退職手当額の決定のための要素、退職手当額の算定方法及び一時金で支払うのか年金で支払うのか等
の支払の方法をいう。）」及び「退職手当の支払の時期」が明確なものであることが必要。 

 局長通達で示す統計は、調査対象が中小企業であることなど、一般の労働者の退職金として示す数値に限りがあるため、以下のい
ずれかの条件を満たせば局長通達で示す統計以外を用いることが可能  
・ 公的統計（国又は地方公共団体が作成）であること 
・ 集計項目ごとに実標本数を一定数以上確保するよう標本設計した上で無作為抽出で調査を実施する場合 

２．局長通達で示す統計以外を用いる場合 

１．局長通達で示す方法を用いる場合 
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同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（退職金の取扱い） 

 
 
 
 
 
 

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 ３３年 

自己都合 0.8 1.4  3.1 5.3 7.6  10.6 13.3 15.3  

会社都合 1.2 1.9 4.1 6.5 8.9 11.8  14.5  16.6  

勤続年数 ３年以上 

５年未満 

５年以上 

10年未満 

10年以上 
15年未満 

15年以上 
25年未満 

25年以上 

自己都合  1.0 3.0 7.0 10.0 16.0 

会社都合 2.0 5.0 9.0 12.0 18.0 

（例①） 

選択肢１の比較方法の例 

 
  

 対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別
表のとおりとする。 
 （１）退職手当の受給に必要な最低勤続年数 
  通達に定める「平成30年就労条件総合調査」の中で最も回答割合が高かったもの（会社都合及び自己都合とともに３年以上４年未満） 
 （２）退職時の勤続年数ごと（３年、５年、１０年、１５年、２０年、２５年、３０年、３５年）の支給月数 
  退職事由に応じて、通達に定める「平成29年賃金事情等総合調査」（中央労働委員会）の大卒（総合職）の支給月数に、退職制度導入割合
（91.1％）を掛けたもの。 

 
 
 
 
 
 
 

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 35年 
自己都合 1.2 2.1 5.0 9.3 15.0 21.9 29.1 36.6 

会社都合 2.6 4.1 8.6 13.6 18.3 25.3 32.4 39.5 

勤続年数 ３年以上 
５年未満 

５年以上 
10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

25年未満 

25年以上 
35年未満 

35年以上 

自己都合  2.0 3.0 5.0 16.0 30.0 37.0 

会社都合 3.0 5.0 9.0 20.0 35.0 40.0 

（例②） 

 対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たした別表
のとおりとする。 
 （１）退職手当の受給に必要な最低勤続年数 
 通達に定める「平成30年中小企業の賃金・退職金事情」（東京都）の中で最も回答割合が高かったもの（会社都合及び自己都合とともに３年） 
 （２）退職時の勤続年数ごと（３年、５年、１０年、１５年、２０年、２５年、３０年、３３年）の支給月数 
 退職事由に応じて、通達に定める「平成30年中小企業の賃金・退職金事情」（東京都）の大卒自己都合、大卒会社都合のそれぞれの勤続年数別の
支給月数に退職制度導入割合（７１．３％）を掛けたもの。 

以下の退職金テーブル（例）をもつ派遣会社の退職手当制度は上記のテーブルの平均支給月数を上回っているので「同等以上」 

以下の退職金テーブル（例）をもつ派遣会社の退職手当制度は上記のテーブルの平均支給月数を上回っているので「同等以上」 
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同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（退職金の取扱い） 

 
  

 対象従業員の退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」は、次の各号に掲げる条件を満たし
た別表のとおりとする。 
（１）退職手当の受給に必要な最低勤続年数 
 通達に定める「平成30年就労条件総合調査」の中で最も回答割合が高かったもの（会社都合及び自己都合とともに３年以上４年未満） 
  
（２）退職時の勤続年数ごと（３年、５年、１０年、１５年、２０年、２５年、３０年、３５年）の支給月数 
＜会社都合＞ 
 調査対象企業の特性がより合致している「2018年９月退職金・年金に関する実態調査結果」（日本経済団体連合会）の大卒の支給月数に、退
職制度導入割合（80.5％。平成30年就労条件総合調査）を掛けたもの。 
＜自己都合＞ 
 自己都合は日本経済団体連合会の調査では公表されていないため、資本金５億円以上、労働者1,000人以上の企業を対象にしている「平成
29年賃金事情等総合調査」（中央労働委員会）の大卒（（総合職）事務・技術労働者）の支給月数の自己都合と会社都合の比（自己都合/退職
都合）を用い、自己都合の支給月数を推計。そのうえで、退職制度導入割合（80.5％。平成30年就労条件総合調査）を掛けたもの。 
  
 
 
 
 
以下の退職金テーブル（例）をもつ派遣会社の退職手当制度は上記のテーブルの平均支給月数を上回っているので「同等以上」 
  
 
 
 

勤続年数 ３年以上 

５年未満 

５年以上 

10年未満 

10年以上 
15年未満 

15年以上 
25年未満 

25年以上 

35年未満 
35年以上 

自己都合  2.0 3.0 7.0 16.0 22.0 27.0 

会社都合 3.0 5.0 9.0 18.0 25.0 30.0 

勤続年数 ３年 ５年 １０年 １５年 ２０年 ２５年 ３０年 35年 
自己都合 1.0 1.9 4.3 6.8 11.6 15.9 21.2 26.3 

会社都合 2.2 3.7 7.4 10.0 14.2 18.4 23.6 28.2 

（例③） 
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通達で示す退職手当に関する調査 
 
退職手当に関する統計調査の概要 
 
○就労条件総合調査（厚生労働省） 
調査時期：１月１日時点（ テーマを変えて 毎年実施） 
調査対象：企業規模３０人以上の企業 
概要：労働時間制度、定年制等、賃金制度等 を調査。４～５年 ごとに労働費用（平成２８年、平成２３年）、退職給
付 平成２５年、平成２０年）等を調査 

 
○退職金・年金及び定年制事情調査（中央労働委員会） 
調査時期：６月末時点（隔年実施） 
調査対象：資本金５億円以上、労働者 1 000 人以上の企業から独自に選定 
概要：中央労働委員会があっせん・調停等の参考とするため実施 

 
○民間企業退職 給付調査（人事院） 
調査時期：３月末時点 
調査対象：企業規模５０人以上の企業 
概要：国家公務員と民間の退職給付を比較検討するための基礎資料の作成のために実施 （平成２８年、平成２３年、平
成１８年） 

 
○ 中小企業の賃金・退職金事情（東京都） 
調査時期：７月末時点（隔年実施） 
調査対象：都内の企業規模３００人未満の企業 
概要：都内中小企業の賃金等の実態を明らかにするために実施 

 
○退職金・年金に関する実態調査（日本経済団体連合会） 
調査時期：９月末時点（隔年実施） 
調査対象：日本経団連企業会員、東京経営者協会会員企業 
概要：退職金・年金の実態および退職金水準の動向を把握し、退職金制度の見 



同種の業務に従事する一般労働者の賃金水準及びそれと比較する派遣労働者の賃金（合算する場合の取扱） 

 「基本給・賞与・手当等」、「通勤手当」、「退職金」については、それぞれ一般賃金と協定対
象派遣労働者の賃金を比較することもできるが、全部（③）又は一部（①・②）を合算して、
「同等以上」か比較することも可能。 

  同種の業務に従事する 
一般労働者の賃金水準（一般賃金） 

協定対象派遣労働者の賃金 

① 
「一般基本給・賞与等」 

＋「一般通勤手当（72円）」 
「基本給・賞与・手当等」 

＋「通勤手当」 

② 
「一般基本給・賞与等」 

＋「一般退職金」 
「基本給・賞与・手当等」 

＋「退職金」 

③ 
「一般基本給・賞与等」 

＋「一般通勤手当（72円）」 
＋「一般退職金」 

「基本給・賞与・手当等」 
＋「通勤手当」 
＋「退職金」 

※ 「通勤手当」を合算できるのは、実費支給により「「同等以上」を確保する場合（選択肢１）ではなく、一般労働者の通勤手当に
相当する額と「同等以上」を確保する場合（選択肢２）に限られる。 
※ 「退職金」を合算できるのは、一般の労働者の退職金に相当する額と「同等以上」を確保する場合（選択肢２）に限られる。 

≦ 

≦ 

≦ 
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労使協定方式の実務の流れ（年間スケジュール） 

○ 局長通知の比較対象となる賃金額が改定された後、労使協定等の見直しには、一定の期間が必要

であり、「局長通知の発出」から「改定後の賃金額の適用」までに一定の期間を確保することが必要。 

 局長通知の適用日を公表日の翌年４月１日とする ＜統計：年度単位の公表＞ 

HW業務統計 

（求人倍率） 

公表 

前年６月分

の賃金 

２月末 

賃金構造基本

統計調査 

公表 

６～７月 

局長通知 

発出 

翌年 4/1 

局長通知 

適用 

（派遣元事業主に求められる対応） 

・ 労使協定の締結、労使協定の周知 

・ 就業規則等の整備  

・ 派遣料金の交渉 

・ 労働者派遣契約の締結、変更  等 

８～９か月間 

前年度分の

賃金 

４月末 
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局長通知 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html 
厚生労働省ＨＰ> 政策について >分野別の政策一覧 > 雇用・労働 > 雇用 > 労働者派遣事業・職業紹介事業等 > 派遣労働者の同一労働同一賃金について  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00001.html
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比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供 

派遣先は、労働者派遣契約を締結するに当たり、あらかじめ、派遣元事業主に対し、派遣労働者が従事する業務

ごとに、比較対象労働者の賃金等の待遇等に関する情報を提供しなければならない。【法第26条第７項】 

［留意点］ 

(1) 提供する情報 

  派遣先は、派遣元が派遣労働者の均等・均衡待遇を確保するために必要となる次の情報を提供。 
  ※ 労使協定方式の場合、以下の待遇のみ均等・均衡待遇の対象となる。 

 

 

 

 

(2) 情報提供に関する手続 

  ・ 書面の交付等（書面の交付、ファクシミリ、電子メール等）により情報提供。 

  ・ 書面等（派遣元）、書面等の写し（派遣先）を、労働者派遣が終了した日から３年を経過する日まで保存。 

 

(3) 待遇情報の取扱い 

  派遣先から派遣元に提供された情報の取扱いについては、次の事項に留意する必要がある。 

① 個人情報に該当するものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限られる。 

② 個人情報に該当しないものの保管又は使用 → 均等・均衡待遇の確保等の目的の範囲に限定する等適切な対応が必要。 

   （適切な対応として、この他、保存義務経過後に利用することがなくなった情報を速やかに消去することも考えられる。） 

③ 法第24条の４の秘密を守る義務の対象 → 派遣元事業主及びその代理人、使用人その他従業者は、正当な理由がある場

合でなければ、比較対象労働者の待遇等に関する情報を他に漏らしてはならない。 

① 派遣労働者と同種の業務に従事する派遣先の労働者に対して、業務の遂行に必要な能力を付与するために実施する
教育訓練（法第40条第２項の教育訓練） 

② 給食施設、休憩室、更衣室（法第40条第３項の福利厚生施設）  
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派遣元事業主は、派遣先から比較対象労働者の待遇等に関する情報の提供がないときは、派遣先との間で労働者派

遣契約を締結してはならない。【法第26条第９項】 

労使協定方式の場合、派遣先は比較対象労働者の選定は不要。 



派遣料金の交渉における配慮 

派遣先は、労働者派遣に関する料金（派遣料金）について、派遣元事業主が、均等・均衡方式の場合には均等・

均衡待遇を確保し、又は労使協定方式の場合には労使協定に定める賃金水準等を確保できるように配慮しなけ

ればならない。【法第26条第11項】 

［留意点］ 

○ 配慮する時点 

労働者派遣に関する料金（派遣料金）に関する配慮は、労働者派遣契約の締結又は更新の時だけではなく、

締結又は更新がされた後にも継続的に求められる。 

労働者派遣契約の締結 

派遣元事業主と派遣先は、労働者派遣契約の締結に際し、一定の事項を定めなければならない。 

【法第26条第１項】 

［留意点］ 

○ 労働者派遣契約の記載事項 

現行の記載事項（業務の内容、労働者派遣の期間等）に加えて、次の①及び②の事項を記載しなければならない。 

  ① 派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度 

  ② 労使協定の対象となる派遣労働者に限るか否かの別 
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派遣先が派遣元事業主に支払う料金であり、派遣労働者の賃金等の原資となるもの。 

配慮義務を尽くしていな
いものとして指導の対象

となり得るケース 

・ 派遣元から要請があるにもかかわらず、派遣先が派遣料金の交渉に一切応じない場合 

・ 派遣元が一定の要件を満たす労使協定に基づく待遇を確保するために必要な額を派遣先に提
示した上で派遣料金の交渉を行ったにもかかわらず、派遣料金が当該額が下回る場合 

具体的な役職や役職を有さない旨で足りるが、
より具体的に記載することが望ましい。 

※ これに伴い、就業条件等の明示事項についても、上記①の事項が追加される。 



派遣労働者に対する説明（雇入れ時） 

派遣元事業主は、労働者を派遣労働者として雇い入れようとするときは、あらかじめ、当該労働者に対し、労働条

件に関する一定の事項を明示するとともに、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容

を説明しなければならない。【法第31条の２第２項】 

［留意点］ 

１．労働条件に関する明示 

(1) 明示事項 

① 昇給の有無 
② 退職手当の有無 
③ 賞与の有無 
④ 労使協定の対象となる派遣労働者であるか否か（対象である場合には、労使協定の有効期間の終期） 
⑤ 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理に関する事項 
 ※ 雇入れ時には、別途、労働基準法第15条に基づく労働条件の明示が行われることとなる。 

(2) 明示方法 （次のいずれかの方法） 

  文書（書面）の交付 ／ 派遣労働者がファクシミリ又は電子メール等の送信を希望した場合の当該方法 

 

２．不合理な待遇差を解消するために講ずる措置に関する説明 

(1) 説明内容 

次の①～②に関し、講ずることとしている措置の内容 

 

 

 

 

(2) 説明方法 

 書面の活用その他の適切な方法 
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事実と異なるものとしてはならない。 

① 派遣先の通常の労働者との間の均等・
均衡待遇の確保【法第30条の３関係】 

・ 差別的な取扱いをしない旨（均等） 
・ 不合理な待遇差を設けない旨（均衡） 

② 一定の要件を満たす労使協定に基づく
待遇の確保【法第30条の４第１項関係】 

・ 賃金等の待遇が法第30条の４第１項の労使協定に基づき決定
される旨 

 書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 

法第40条第２項の教育訓練 
法第40条第３項の福利厚生施設のみ 



(2) 明示方法 （次のいずれかの方法） 

  文書（書面）の交付 ／ 派遣労働者がファクシミリ又は電子メール等の送信を希望した場合の当該方法 
※ 緊急時には、上記の方法も可能。この場合において、「派遣労働者から請求があったとき」、「労働者派遣の期

間が１週間を超えるとき」は、労働者派遣の開始後遅滞なく、上記の方法により明示しなければならない。 

 

２．不合理な待遇差を解消するために講ずる措置に関する説明 

(1) 説明内容 

次の①に関し、講ずることとしている措置の内容 

 

 

 

(2) 説明方法 

 書面の活用その他の適切な方法 

派遣労働者に対する説明（派遣時） 

派遣元事業主は、労働者派遣をしようとするときは、あらかじめ、派遣労働者に対し、労働条件に関する一定の事

項を明示するとともに、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容を説明しなければなら

ない。（労使協定方式の対象となる待遇に係るものを除く。）【法第31条の２第３項】 

［留意点］ 

１．労働条件に関する明示 

(1) 明示事項 

○ 労使協定の対象となる派遣労働者であるか否か（対象である場合には、労使協定の有効期間の終期） 
 ※ 派遣時には、別途、法第34条第１項に基づく就業条件の明示が行われることとなる。 
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① 派遣先の通常の労働者との間の均等・
均衡待遇の確保 【法第30条の３関係】 

・ 差別的な取扱いをしない旨（均等） 
・ 不合理な待遇差を設けない旨（均衡） 

 書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 

法第40条第２項の教育訓練 
法第40条第３項の福利厚生施設のみ 



派遣労働者に対する説明（派遣労働者から求めがあったとき）<労使協定方式＞ 

派遣元事業主は、派遣労働者から求めがあったときは、派遣労働者に対し、比較対象労働者との間の待遇の相

違の内容及び理由並びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関

する決定をするに当たって考慮した事項を説明しなければならない。【法第31条の２第４項】 

［留意点］ 

(1) 説明内容 

① 第30条の４に関する決定の考慮事項 

 （賃金） 

  次のア及びイに基づき決定されていること 

ア 労使協定に定めた賃金の決定方法（次の a 及び b の事項を満たすものに限る） 

a 派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般労働者の平均的な賃金の額と同等以上の額であること。 

b 職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等の向上があった場合に賃金が改善されるものであること。 

 ※ b については、職務の内容に密接に関連して支払われるもの以外のもの（通勤手当等）を除く。 

イ 労使協定に定めた公正な評価 

 

（「賃金」と「法第40条第２項の教育訓練・法第40条第３項の福利厚生施設」を除く待遇） 

労使協定に定めた決定方法（※）に基づき決定されていること。 

※ 派遣元の通常の労働者（派遣労働者を除く）との間で不合理な相違がない決定方法 

 

② 第30条の３に関する決定の考慮事項 
※ 派遣先から提供された法第40条第２項の教育訓練（業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練）及び法第

40条第３項の福利厚生施設（給食施設、休憩室、更衣室）に関する情報に基づき説明。 

派遣先の通常の労働者との間で均等・均衡が確保されていることについて、派遣先均等・均衡方式の場合の説明

に準じて説明しなければならない。 
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法第40条第２項の教育訓練の実施・法第40条第３項の福利厚生施設の利用について、派遣先が
適切に義務を履行しており、これらの待遇が確保されていることについて説明。 



派遣労働者に対する説明（派遣労働者から求めがあったとき）<労使協定方式＞ 

派遣元事業主は、派遣労働者から求めがあったときは、派遣労働者に対し、比較対象労働者との間の待遇の相

違の内容及び理由並びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関

する決定をするに当たって考慮した事項を説明しなければならない。【法第31条の２第４項】 ＜再掲＞ 

［留意点（続き）］ 

(2) 説明方法 

書面を活用し、口頭により行うことが基本。説明に活用した書面を交付することが望ましい。 

 

(3) 不利益取扱いの禁止 【第31条の２第５項】 

派遣労働者が説明を求めたことを理由として、派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

 

(4) 派遣労働者から求めがない場合の対応 

派遣労働者から求めがない場合でも、派遣労働者と比較対象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由並

びに第30条の３から第30条の６までの規定により措置を講ずべきこととされている事項に関する決定をするに当

たって考慮した事項に変更があったときは、その内容を情報提供することが望ましい。 
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